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(財)財務会計基準機構会員  

平成２３年５月１２日 

各      位 

会 社 名   東 洋 精 糖 株 式 会 社 

代表者名   取締役社長 佐々木 剛 

（コード番号  2107  東証第 1部） 

問合せ先  取締役 管理本部長  

青山 正明 

（TEL． 03 － 3668 － 7871 ） 

 

 

「内部統制に関わる基本方針」の一部改定に関するお知らせ 
 
 

当社は、平成２３年５月１２日開催の取締役会において、「内部統制に関わる基本方針」に

ついて、同基本方針を一部改定することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、改定後の「内部統制に関わる基本方針」は下記の通りで、改定箇所には下線を引いて

おります。 

 

記 

 
内部統制に関わる基本方針 

 
 当社は、内部統制に関して定めた｢内部統制基本要綱｣に則り、法令の遵守を徹底し社会

的責任を果たしつつ、内部統制システムの構築と適切な運用をコーポレートガバナンスの

根幹と成し、社会的信頼の確保と有効な企業活動の維持に努め、事業目的の達成を目指す。

企業価値の増大を図るとともに、持続的な成長基盤を構築するため、会社法及び会社法施

行規則並びに金融商品取引法に基づき、以下のとおり、業務の適正と効率を確保するため

の体制に関する基本方針(以下、内部統制の基本方針という)を整備する。 

 なお、当社は社会の変化に対応し、内部統制の基本方針を常に見直すことにより、より

適正かつ効率的な体制を実現するものとする。 

 

１ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 全取締役及び社員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため定めた

｢コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行動指針)｣を整備し、法令遵守を企業

活動の要諦とすることを浸透させるものとする。 

(2) 当社グループの取締役の中立・透明・公平な業務執行等を確保するため、「役員行動

規範」を定め遵守し、企業の信頼の確保、維持、高揚を図るものとする。 

(3) コンプライアンスに適った企業活動を実践するため、｢コンプライアンス委員会｣を

はじめとした各種委員会を設置し、諸施策を講じるとともに、取締役並びに社員相
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互の意思疎通を充分に図り、信頼関係を築き健全な企業文化を醸成するものとする。 

(4) 法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を発見した場合の報告体制と

して、｢コンプライアンス委員会｣のほか、顧問弁護士、第三者機関等を直接の情報

受領者とする内部通報制度を整備し、その運用を行うものとする。 

(5) コンプライアンスの状況及び｢コンプライアンス委員会｣の活動状況については、｢内

部統制委員会｣が内部監査を実施し、その結果を取締役社長に報告するものとする。 
 

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の意思決定及び報告など職務執行に係る情報は、｢文書取扱管理規程｣及び「Ｉ

Ｔ関連の管理規程」に基づき文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理(廃棄を

含む)するものとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。 
 

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社のリスク管理は、｢リスク管理規程｣及び「財務報告に係る内部統制実施要領」

に基づき執り行うものとする。 

(2) ｢内部統制基本要綱｣により設置した｢内部統制委員会｣は同委員会の規程の定めに従

い、リスク管理が適正に行われているか内部監査を実施し、その結果について取締

役社長に報告するものとする。 

(3) 自然災害など重大事態が発生した場合は、対策本部を設置し適切な処置を講じるも

のとする。 

 
４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、取締役による年次計画をもとに中期経営計画を定め、全取締役・社員が共

有する目標を明確にし、その浸透を図る。目標達成に向けて取締役・社員各自が実

施すべき具体的な目標を定める。取締役は、その年次計画の進捗状況を定期的に取

締役会に報告するものとする。 

(2) 迅速な職務執行のため、「常勤役員会」、｢取締役連絡会｣を適宜に開催し、必要な情

報が適切に伝達されることに努めるとともに、取締役の職務が効率的に行えるよう

｢組織・職務・職務権限・決裁規程｣など社内規程を整備・明確化するものとする。 

 
５ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 当社及び子会社はグループ全体の内部統制を充実させるとともに、コンプライアン

スに関する｢コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行動指針)｣を定め、グルー

プ全体の法令遵守を確保するために必要な体制を整備するものとする。 

(2) 子会社の業務管理は｢関係会社管理規程｣の定めに従い、担当取締役が管理担当取締

役の協力を得て、子会社の業務状況に応じて必要な管理を行うものとする。 
(3) 当社の｢内部統制委員会｣は子会社の内部監査を実施し、その結果を取締役社長に報

告するものとする。 
 

６ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 

 当社及び子会社は金融商品取引法の定めに従い、「内部統制基本要綱」に則り健全な内

部統制環境の保持に努め、全社レベル並びに業務プロセスレベルの統制活動を強化し、
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有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用に努めること

により、財務報告の信頼性と適正性を確保するものとする。 

 

７ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制 

 (1) 当社及び子会社は反社会的勢力や団体とのあらゆる関係を遮断するため、社会的な秩 

  序を維持、尊重し、必要な場合には法的な処置を前提として、毅然とした態度で臨む 

  ものとする。 

 (2) 反社会的勢力や団体を排除するため、法と倫理に基づき行動することを｢コンプライア 

  ンスマニュアル(行動基準及び行動指針)｣に定め、全役員及び社員に周知徹底を図ると 

  ともに、具体的事案の発生時には、警察等関連機関や顧問弁護士などと緊密に連携し、 

  速やかに対処できる体制を確保するものとする。 

 

８ 監査役会の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項 

 監査役会から要請があった場合には、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社

の使用人から監査役補助者を任命することについて協力するものとし、監査役補助者の

任命にあたっては、所要の事項を予め協議・相談の上、取り決めるものとする。 

 

９ 前項補助者の取締役からの独立性に関する事項 

 任命された監査役補助者は監査役の補助者として職務を遂行し、その補助者の人事異

動及び人事評価等については、監査役会の意見・意向を事前に聴取の上、執り運ぶもの

とする。 

 

  １０ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する 

    体制 

(1) 監査役は取締役会に出席し、取締役から業務執行の状況その他重要な事項の報告を

受けるほか、その他重要な会議に出席するものとする。 

(2) 取締役社長は、社長・監査役ミーティングを適宜に開催し、業務の執行状況につい

て監査役に報告するものとし、その他取締役及び業務担当役員についても監査役に

対し業務執行状況の報告を行うものとする。 

(3) 前号に関わらず監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び業務担当役員等に対し

てこれらの報告を求めることができるものとする。 

 

１１ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、会計監査人及び子会社の監査役、また｢内部統制委員会｣、｢コンプライアン

ス委員会｣等と適宜に意見交換を行うことができるものとする。 

 
以 上 


